
 

 

 

 

東温市 

移住定住促進マスタープラン 
～選ばれる移住地「とうおん」を目指して～ 

 

 

 

 
平成２９年３月 

愛媛県 東温市 



 

 

目 次 
第１章 背景・目的と施策検討の考え方 
 １．背景・目的  
  （１）マスタープラン策定の趣旨    ・・・・・・P．１ 
  （２）マスタープラン策定の背景・目的   ・・・・・・P．２ 
  （３）総合戦略との関係性     ・・・・・・P．４ 
  （４）計画の期間      ・・・・・・P．４ 
  （５）推進体制      ・・・・・・P．５ 
 ２．施策検討の考え方 
  （１）移住の２つのパターン     ・・・・・・P．６ 
  （２）「比較型」移住とは     ・・・・・・P．７ 
  （３）「決め打ち型」移住とは    ・・・・・・P．１１ 
  （４）施策体系の整理     ・・・・・・P．１３ 
 
第２章 具体的な施策 
 １．ナンバーワン戦略（比較型移住）の施策 
  （１）愛媛県内から選ばれるための課題と施策  ・・・・・・P．１４ 
  （２）愛媛県外から選ばれるための課題と施策  ・・・・・・P．２４ 
  （３）ナンバーワン戦略：まとめ    ・・・・・・P．３４ 
 ２．オンリーワン戦略（決め打ち型移住）の施策 
  （１）アート・ヴィレッジ「とうおん」構想   ・・・・・・P．３５ 
 
第３章 目標設定 
 １．移住者数の目標 
  （１）全体目標      ・・・・・・P．４０ 
  （２）「比較型」移住による移住者数    ・・・・・・P．４１ 
  （３）「決め打ち型」移住による移住者数   ・・・・・・P．４２ 
 ２．移住促進による経済効果（簡易試算） 
  （１）消費への波及効果     ・・・・・・P．４３ 
  （２）市税への波及効果     ・・・・・・P．４４ 
 
第４章 参考資料      ・・・・・・P．４５ 



 

１ 

●●東温市 移住定住促進マスタープラン●● 

第１章 背景・目的と施策検討の考え方 
 

 

 東温市（以下、「本市」という。）の人口は、平成２１年をピークに減少傾向にあり、
国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、平成７２年（２０６０年）に
は２万３６３１人となり、現在の人口３万３５２０人（平成２９年２月１日時点）から
９，８８９人（２９．５％）減少すると予測されています。 
こうした人口減少の局面に対応するためには、今後、ある程度人口が減っても耐えて

いける地域社会をつくることに加え、人口減少のスピードを極力緩やかに保つための取
組が必要です。 
そこで、魅力ある「まち」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環

を確立することで人口減少に歯止めをかけ、「元気な東温市」を将来にわたって維持して
いくことを目的に、平成２７年に「東温市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「総
合戦略」という。）を策定しました。また、総合戦略と同時に策定した東温市人口ビジョ
ン（以下、「人口ビジョン」という。）では、各種取組の推進により、平成３７年時点の
将来人口展望を３万４０００人（平成７２年の将来人口展望を３万人）と掲げています。 
今回策定する移住定住促進マスタープラン（以下、「本プラン」という。）は、平成３

７年時点の将来人口展望の実現に向けて、総合戦略に掲げた基本目標及び施策を移住者
数の増加（≒転入者数の増加）という観点から具体化したプランとして策定するもので
す。 

マスタープラン策定の趣旨 （１） 

背景・目的 １. 
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① マスタープラン策定の背景 

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計では、本市の平成７２年（２０６０年）
の人口は２万３６３１人と予測されており、平成２２年（２０１０年）の３万５２５１
人から約３２．９％の人口減少となります。また、世代別に見た場合には、老年人口（６
５歳以上）が８，４７３人から９，４８９人に１０．７％増加する一方、働き手の中心
となる生産年齢人口（１５歳以上６５歳未満）は２万２０９５人から１万１８３８人に
４６．４％減少します。また、将来を担う若い世代である年少人口（１５歳未満）は４
６８３人から２，３０４人に５０．１％減少します。 
このような人口減少は、消費の減少による市内産業の衰退、市税の減収による道路な

どの生活インフラの維持管理の困難など様々な点で影響を与えると想定されます。 
 

人口推移予測（２０１０年-２０６０年）
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マスタープラン策定の背景・目的 （２） 
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② マスタープラン策定の目的 

人口ビジョンでは、これまでに述べた人口減少予測に対して、自然増 1と社会増 2

一方、国立社会保障・人口問題研究所の予測では、本市の平成３７年時点の人口は３
万３１０８人の予測となっており、将来人口展望の実現に向けては約９００人の差を埋
めるための人口減少対策の推進が必要です。 

の両
面での各種取組を推進することにより、平成７２年（２０６０年）の将来人口展望を３
万人としています。また、平成７２年に至るまでの将来人口展望としては、平成５２年
（２０４０年）時点で３万２５００人、平成３７年（２０２５年）時点で３万４０００
人としています。 

このような背景を踏まえ、本プランは、平成３７年時点の将来人口展望の実現に向け
て、移住者数の増加という側面から急激な人口減少の抑制に貢献し、活力ある本市を将
来にわたり維持することを目的として策定するものです。 

将来人口展望と人口推移予測
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東温市独自推計（将来人口展望）国立社会保障・人口問題研究所推計

 

                                            
1出生数と死亡数の差による人口の増減を自然増または自然減という 
2転入数と転出数の差による人口の増減を社会増または社会減という 
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本プランは、人口減少対策として平成２７年に策定した総合戦略に掲げられた４つの

基本目標のうち、「②住みよさを全国にアピールし、新しい人の流れをつくる」に焦点を
絞り、具体化したものです。 
人口減少の抑制のためには、総合戦略に掲げたその他３つの基本目標の実現に向け、

農林業の振興や工業団地の整備による働く場所の創出、生活インフラの整備による安心
安全なまちづくり、さらには人と人とが温かいコミュニティで結ばれる地域づくりなど
の多角的な取組により、市民満足度の高いまちづくりを推進していくこともあわせて重
要です。 
これらの多角的な取組については、総合戦略での計画の策定だけに終わらせることな

く、市内事業者及び市民と一体となった実行・検証・改善のサイクルを回すことが重要
であり、「東温市まち・ひと・しごと創生総合戦略会議」において、継続して総合的見地
から議論します。 

 

① 安定した雇用環境をつくる
② 住みよさを全国に広くアピールし、新しい人の流れをつくる
③ 出会い、子供を産み、育てていく希望がかなうまちをつくる
④ 安心して生涯暮らせる、夢の持てる地域社会をつくる

総合戦略に掲げた４つの基本目標

出典：「東温市まち・ひと・しごと創生総合戦略」
 

 
 

 
本プランの期間は、一部先行して実施している期間を含む平成２８年度（２０１６年

度）から平成３７年度（２０２５年度）までの１０年間とします。ただし、社会環境の
変化、施策の進捗や効果の検証を行いながら、必要に応じて見直すものとします。 

総合戦略との関係性 （３） 

計画の期間 （４） 
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 本プランを効果的かつ効率的に推進していくためには、多様な主体の参加・協力が重
要であることから、産業界、教育機関、金融機関、労働団体、メディア、地域住民代表
などで構成する推進組織として東温市移住定住促進協議会（以下、「協議会」という。）
を設置し、部会として「移住サポート部会」と「アート・ヴィレッジ推進部会」の２つ
を設置しています。 
協議会は、本プランの方向性や具体案について幅広い視点からの検討に加え、部会が

実施する施策の実行状況の評価・検証と各種意思決定を行います。一方、部会は本プラ
ンで掲げる施策の実行主体として、具体的な成果を目指した活動を行います。 

 

移住定住促進協議会

移住サポート部会 アートヴィレッジ
推進部会

事務局
（企画財政課）

推進体制図

【意思決定・施策の評価検証】

【実行主体】 【実行主体】

協力

地域運営組織・地元NPO・地元民間企業

協力

 

推進体制 （５） 
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移住施策を考える上で前提となる基本的な視点として、数あるまちの中から様々な条

件や住環境などを調べ、比較した上で移住先を選ぶ「比較型」の移住と、そこに明確な
やりたいこと、あるいは、やるべき仕事や学びたいことがあり、必然的にそこしかない
という形で移住する「決め打ち型」の移住の２つのパターンに整理できます。 
「比較型」の移住と「決め打ち型」の移住とでは、最終的な移住に至るまでの行動プ

ロセスが大きく異なるため、本プランでは、２つのパターンそれぞれの特徴を踏まえた
移住定住促進施策を検討します。 

 

「比較型」と「決め打ち型」の移住例

移住のパターン 代表的な移住例

「比較型」

比較の中で住む地域
を決めるパターン

「決め打ち型」

決め打ちで住む地域
を決めるパターン

 子供を自然豊かな所で育てたい
 スローライフを送りたい
 老後を静かな所で過ごしたい
 農業をやりたい

 そのまちでしかできない仕事
 そのまちでしか学べない学校
 東京の大学への進学
 親の介護

⇒ナンバーワン戦略（P.１４）

⇒オンリーワン戦略（P.３５）
 

施策検討の考え方 ２. 

移住の２つのパターン （１） 
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① 「比較型」移住の特徴と必要な戦略 

比較の中で住む場所を決める「比較型」の行動パターンを取る移住は、スローライフ
を送りたい、田舎暮らしをしたいといったケースが典型的な場合であり、「比較型」の人
の移住ニーズを満たすことができる“場所”は、全国に多数存在します。例えば、「里山で
ゆっくりと田舎暮らしがしたい」という移住希望者の場合、都会から離れた静かな里山
は全国に存在するため、数ある場所から数か所を候補として選び、比較検討し、最終的
な移住先を決めることになります。 
そのため、本市が「比較型」移住の人々を移住者として受け入れるためには、「数ある

まちの中から東温市を選んでもらうための戦略」が必要となります。本プランでは、この
戦略を「ナンバーワン戦略 3

 

」と呼び、移住を検討されている方に、東温市を移住先の候
補地の１つに入れていただき、候補地の中で東温市をナンバーワンだと思っていただき、
移住地として選んでいただくための施策を検討します。 

「比較型」移住のイメージ

目的

A市 東温市 B町

比較

数ある候補地から東温市を選択

対応する戦略

ナンバーワン戦略  

                                            
3客観的データなどで世界一、日本一、愛媛一という概念ではなく、移住検討者の候補地の中でナンバーワンとな

れば（＝最後の１つに残れれば）移住が成立するとの考えから名付けたものです 

「比較型」移住とは （２） 
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② 「比較型」移住の行動パターン 

本プランでは、人が実際の移住に至るまでの行動を「まちの存在を知る」（交流人口予
備軍）・「まちを訪ねる」（交流人口）・「住む場所として関心を持つ」（移住予備軍）・「移
住する」（移住者）の４つのステップに整理しました。 
４つのステップでは、下図のようにステップを進むにつれて、段々と人数は減少して

いきます。例えば、本市の存在を知っている人のうち、全員が実際に訪れるということ
はなく、「知っている人」から「訪れた人」へワンステップ進むことで、人数が減少しま
す。つまり、最終的な本市への移住者数を増やすためには、各ステップにおいて、いか
に人数を減らさずに次のステップにつなげられるかが重要です。 
しかし、各ステップにおいては、日本全国の自治体が、PR 活動や移住定住拡大のため

の補助金など様々な取組を実施しており、激しい競争が繰り広げられています。本市が
各ステップでの減少を最小限に抑え、最終的な移住者を増やすためには、各ステップに
おける本市の現状を客観的に把握し、改善策を着実に講じていくことが必要です。 

 

「比較型」移住の行動パターン（４つのステップ）

全人口

東温市を
知っている

A

交流人口
予備軍

B

行ったことが
ある

交流人口

住みたい

C

移住
予備軍

D

定住人口
（移住者）

実際に移住
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【各ステップの重要ポイント】 

 
数あるまちの中から選ぶという行動において、存在を知られていないまちが移住先の

候補に入る可能性はありません。つまり、本市が移住先の候補地に入るためには、本市
の存在を知っていただき、訪れてみたいまちとして関心を持ってもらうことが大前提と
なります。そのためには、第１ステップとして、本市の存在を知ってもらうための努力
を重ね、交流人口予備軍を増やすことが重要です。 

 

 
本市の存在を知っている人、見聞きしたことがある人が移住願望を持った時に、行っ

たことがないまちよりも、実際に足を運びその魅力を肌で感じたことのあるまちの方が、
住みたいまちとして移住先の候補に入る可能性が高いと考えられます。そのためには、
第２ステップとして、まずは本市に足を運んでもらい、楽しい思い出（＝まちへのポジ
ティブなイメージ）を持ち帰っていただくことが重要です。 

 

 
 最終的な移住につなげるためには、移住を検討している方の本市へのイメージを「訪
れて楽しいまち」から「住みたいまち」へと昇華させる必要があります。そのためには、
第３ステップとして、「住むまち」としての本市への理解を深めてもらい、「東温市に住
みたい」という願望を醸成することが重要です。 

 

 
本市への移住願望を持っていただいたとしても、最終的な移住につなげるためには、

第４のステップとして、願望を行動に変えていただくための最後のひと押し（＝実際の
移住に必要なサポート）が重要です。 

東温市を知る（交流人口予備軍） ステップ A 

東温市を訪ねる（交流人口） ステップ B 

東温市に移住したいと思う（移住予備軍） ステップ C 

東温市に移住する（移住者＝定住人口） ステップ D 
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③ 「比較型」移住のターゲットの考え方 

本市に比較的距離が近く馴染みがある愛媛県内に住む人と、本市とは距離が遠く、馴
染みが薄い愛媛県外に住む人とでは、同じ「比較型」移住の行動パターンであったとし
ても、取るべき施策は異なると考えます。 
例えば、県内からの移住では転職が伴うことは少ないと考えられますが、県外からの

移住では多くの場合において転職が伴うと想定されるため、「仕事」の面でのサポートの
重要度が大きく異なります。 
そのため、「比較型」移住においては、対象となるターゲットを愛媛県内に住む人と愛

媛県外に住む人の２つに分け、課題の抽出と施策の策定をします。 
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① 「決め打ち型」移住の特徴と必要な戦略 

決め打ちによって住む地域を決める「決め打ち型」の行動パターンを取る移住は、就
職や進学に伴う転居が典型的なケースであり、就職や進学という目的が住む地域を自動
的に決定してしまいます。例えば、東京の企業に就職することが決まった学生は、就職
という目的によって住む地域が自動的に東京近郊エリアに決定されます。つまり、「比較
型」移住とは異なり、「住む地域を比較検討する」というプロセスが存在しない点が大き
な特徴です。 
そのため、本市が「決め打ち型」の人々を移住者として受け入れるためには、住む地

域が自動的に本市に決定される目的、つまり、本市に住まないとできない「仕事」や「学
校」、「やりたいこと」などの住む目的を生み出す戦略が必要になります。 
本プランでは、この戦略を「オンリーワン戦略」と呼び、本市にしかできない、本市

ならではの付加価値を創造し、移住地として決め打ちしていただくための施策を検討し
ます。 

 

「決め打ち型」移住のイメージ

目的

A市 東温市 B町

東温市でなければならない理由が存在

対応する戦略

ナンバーワン戦略  

「決め打ち型」移住とは （３） 
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② 「決め打ち型」の移住の行動パターン 

「決め打ち型」移住の行動パターンでは、訪れたことがない場所であったとしても、
そのまちに「やりたい仕事」や「学びたい学校がある」という明確な理由が存在すれば
移住先となります。つまり、「比較型」移住のように、ステップを踏んでの移住ではなく、
理由ができれば、まちを比較するというステップなしにすぐに移住に至ります。 
そのため、本市が移住地として選ばれるためには、東温市でしかできない「仕事」や

「学べる場」を増やすことが必要です。従来からの工業団地の造成や企業誘致、地元企
業の事業拡大支援も重要ですが、これらに加えて、「東温市で挑戦したい」「この仕事が
できるなら東温市にいきたい」と思える独自の価値を創出する新たな取組が必要です。 

 

「決め打ち型」移住の行動パターン

理由が
できる

移住

移住理由（＝目的）となる、
そこでしかできない「仕事」やそこでしか学べない「学校」を

戦略的に生み出せるかが鍵

• やりたい仕事
• 学びたい学校
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これまでに述べてきたとおり、移住には「比較型」移住と「決め打ち型」移住の２つ

のパターンが存在します。本プランでは、「比較型」移住に対応するための戦略を「ナン
バーワン戦略」、「決め打ち型」移住に対応するための戦略を「オンリーワン戦略」と呼
称し、施策を検討します。 
検討する施策の体系として、「比較型」移住においては、愛媛県内居住者と愛媛県外居

住者の２つに対象を分けた上で、最終的な移住に至るまでの行動パターンを４つのステ
ップに分けて検討します。一方、「決め打ち型」移住においては、最終的な移住に至るま
でに４つのステップをたどるわけではなく、本市でなければならない理由と移住とが直
接的に関係するため、本市独自の価値の創出という観点から施策を検討します。 

 

移住パターン

「比較型」
移住

「決め打ち型」
移住

戦略

ナンバーワン
戦略

オンリーワン
戦略

ターゲット

愛媛県内

愛媛県外

全国

施策の方向性

４つのステップに
即して課題を洗い出し

施策を検討

東温市独自の価値の
創出に資する
施策を検討

施策の体系図

 

施策体系の整理 （４） 
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第２章 具体的な施策 

 

 
① 「比較型」移住の４つのステップ（愛媛県内）における課題 
愛媛県内に住む方をターゲットとしたときの本市の４つのステップの現状は、ほとん

どの方が本市の存在を知っているものの、実際に本市を訪れる方は限られ、「住みやすい
まち」としての認知が不足しているため、現状実施している移住に向けた最後のひと押
しの施策が十分な効果を発揮できず、移住につながっていない状況です。 

 

 
 市の愛媛県内における認知度は、平成２７年に実施したアンケート調査においては、
９８．１％と高い水準になっています。つまり、本市の存在を知ってもらうという観点
においては、十分な状況です。 

 

 
本市を訪れる人（交流人口）の多くが、松山圏域及び東予地域からであるものの、そ

の数は必ずしも大きくないのが実情です。 
そのため、本プランでは、交流人口の拡大に向けた「観光関連」の情報発信の強化（内

容と媒体の工夫）を推進します。発信するコンテンツについては、当初は今あるコンテ
ンツ 4

                                            
4本プランでは、新しい人の流れを生みだすヒト・モノ・コトを中心とした全ての要素・題材と定義します 

を効果的に発信することを重視しますが、本市の魅力を高められる新たなコンテン
ツの開発も行います。 

ナンバーワン戦略（比較型移住）の施策 １. 

愛媛県内から選ばれるための課題と施策 （１） 

東温市を知る（交流人口予備軍） ステップ A 

東温市を訪ねる（交流人口） ステップ B 

施策１ ⇒ 
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 本市は、民間経済誌の「住みよさランキング」で愛媛県内１位の評価を獲得するなど、
データ上では住みやすさが示されているものの、その事実を効果的にアピールできてお
らず、十分に認知されているとは言えない状況です。 
これまでは、積極的な PR を行わなくとも、松山市のベッドタウンとして自然に人口が

流入してきましたが、本市も松山市も人口減少に転じている現状においては、積極的に
人を呼び込む努力を行っていく必要があります。 
そのため、本プランでは、「住みやすいまち」としての認知の拡大に向けて、「子育て

世代」をターゲットとした PR 活動を推進します。 

 

 

 
本市は、移住に向けた最後のひと押しとなる施策として、空き家改修補助や住宅用地

の取得補助、引っ越し補助など一定の施策を推進してきました。 
しかしながら、これまでに述べた通り、愛媛県内の多くの方が本市の存在を知ってい

るにもかかわらず、交流人口としての呼び込みや「住みやすいまち」としての効果的な
PR を行えていないために、ステップ Dでの施策の効果が十分に発揮されていない状況で
す。 
ステップ D で実施している施策の効果を最大化するためにも、ステップ Bとステップ

C での課題解決に向けた施策を優先的に推進していく必要があります。 

東温市に移住したいと思う（移住予備軍） ステップ C 

施策２ ⇒ 

東温市に移住する（移住者＝定住人口） ステップ D 
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「比較型」移住の４つのステップにおける課題と施策（愛媛県内）

課題 施策

東温市を知る（交流人口予備軍）A

 特になし
県内における認知度は、98.1%と十分
に高い状況

東温市を訪ねる（交流人口）B

 交流人口の取り逃がし
既存の交流人口は、松山圏域・東予が
中心ではあるが、十分な呼び込みをで
きていない状況

東温市に移住したいと思う（移住予備軍）C

 「住みやすいまち」としての認知不足
県内No.1の評価を効果的にPRできてい
ない状況

東温市に移住する（移住）D

 B・Cがない状況でDに注力
引っ越し補助など一定の施策を推進し
ているが、B・Cの対策が不十分なため
効果が低い状況

施策１

 交流人口拡大に向けた観光関連情報の
発信強化

施策２

 「子育てに適したまち」としての認知拡
大に向けた情報発信強化
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② 「比較型」移住の課題（愛媛県内）に対する施策 

施策１ 交流人口拡大に向けた観光関連情報の発信強化 

本市の認知度を高め、訪れていただく方を増やすために、本プランでは、観光関連情報
の発信強化を推進します。 
具体的には、本市にあるコンテンツを効果的に発信するために、情報発信方法（＝情報
の届け方）の改善とコンテンツの充実に向けた「シティープロモーション実施体制の整
備」「SNSを活用したプロモーションの展開」「プレスリリースの積極配信」「ウェブサイ
トの再整備」「観光メディアへの働きかけ強化」に取り組みます。 
なお、これらの施策は、後述する県外からの移住者拡大においても同様の課題が存在す
るため県内・県外共通施策として推進します。 

 

 取組１：情報発信方法の改善

 

 現状 
これまでの市外・県外への情報発信は、明確な指針が存在せず、職員が個々の手法で
記事作成を行ってきたことから、効果的な情報発信のためのスキルやノウハウが組織
に蓄積されない課題があります。 

 改善策 
明確な指針を定めた上で、横断的なシティープロモーションチームを組織し、専門家
の指導を仰ぎながら記事作成技術や利用者視点に立ったウェブサイトの更新など、実
践を繰り返しながら情報発信力を組織的に鍛えます。 

①シティープロモーション実施体制の整備 

 市役所、移住定住促進協議会が連携する横断的なチームを組織し、情報コンテ
ンツの制作と発信を実施 
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 現状 
フェイスブックやインスタグラムを運用しているものの、先進的な活用を行っている
他の自治体と比べると発展途上の段階にあります。 

 改善策 
SNSの種類毎にどのようなコンテンツが共感を得やすいのか研究し、SNSの情報拡

散力を十二分に活用したプロモーションを展開します。 
 

 

 現状 
新聞やテレビなどのマスメディアへのアプローチは、これまで愛媛県内のメディア

向けのみであったことから、全国媒体のメディアやインターネットメディアに本市の
話題が取り上げられることが少ない状況です。 

 改善策 
プレスリリース配信サービスを活用し、積極的に市内のイベント情報やニュースを

配信することで、全国媒体やインターネットメディア上での本市の露出回数拡大を目
指します。また、メディアに取り上げられやすい効果的なプレスリリースの書き方に
ついて専門家の指導を仰ぎ、情報発信力の向上を図ります。 

②SNS を活用したプロモーション展開の強化

 
 フェイスブックやインスタグラム、ツイッターなどの SNS で好反応を得られるコンテンツを

研究し、SNS 上での情報発信を強化 

③プレスリリースの積極配信 

 プレスリリース配信サービスを活用し、全国媒体のマスメディアやインターネ
ットメディアへの露出を強化 
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 現状 
市が運営する各種ウェブサイトは、本市に関心を持ったユーザーがより詳しい情報

を得るという観点においては内容や構成が不十分な状況です。 

 改善策 
ユーザー目線での導線設計やユーザーが求める情報コンテンツは何かという観点か

ら再精査し、実際に本市を訪ねてみたくなるウェブサイトの構成を目指します。 
 

 

 現状 
ドライブマップなどの観光メディアの多くに、本市の景勝地や観光施設が掲載され

ておらず、こうした媒体から行き先を決める人達の行き先として認知されていない状
況です。 

 改善策 
ドライブマップを販売する出版社への働きかけやメディアツアーの実施により、観

光メディアへの掲載率の改善を推進します。 

④ウェブサイトの再整備 

 ユーザー目線での導線設計の見直し、ユーザーが必要とするコンテンツの拡充
により観光関連のウェブサイトを再整備 

⑤観光メディアへの働きかけ強化 

 ドライブマップや観光ガイドなどの専門メディアへの市内景勝地の掲載働き
かけを推進 
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 取組２：情報発信するコンテンツの充実 

情報発信するコンテンツについては、まずはさくらの湯や坊っちゃん劇場、滑川渓谷
などの今あるコンテンツを最大限に活用することから取り組んでいきます。 
また、それと並行して、中山間地域の 4地区（井内・奥松瀬川・河之内・滑川）での

地域資源を活用した新たなコンテンツ開発（詳細 P.３０）と坊っちゃん劇場を中心に舞
台芸術の産業化を目指すアート・ヴィレッジ「とうおん」構想（以下、「アート・ヴィレ
ッジ構想」という。詳細 P.３５）を推進し、市外に向けて発信していく新たな魅力ある
コンテンツの充実を図ります。 

 

情報発信するコンテンツの充実

アート・ヴィレッジ
「とうおん」

構想

中山間地域の
新たなコンテンツ
（体験プログラム）

既存のコンテンツ

２０１７年度
（平成２９年度）

２０１８年度
（平成３０年度）

２０１９年度
（平成３１年度）

坊っちゃん劇場やさくらの湯、滑川渓谷などの今あるコンテンツの
見せ方を工夫した情報発信

本格展開の開始・
新たなコンテンツとしての情報発信

アート・ヴィレッジ
「とうおん」構想を
新たに情報発信

体験プログラムの
企画・テスト

アート・ヴィレッジ「とうおん」構想の
各戦略事業の実施

・・・コンテンツ整備 ・・・本格展開＆PR開始
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施策１ 「子育てに適したまち」としての認知拡大に向けた情報発信強化 

高齢者層については、充実した医療・福祉環境などから一定の人口流入が見込まれ、
将来の人口ピラミッドのバランスを保つ必要があることから、本プランにより戦略的に
取組む対象として、子育て世代をメインターゲットとします。 
本市の子育て環境や住環境は、愛媛県内の他市町と比較した場合、見劣りしないもの

と考えます。多くの人口を擁する松山圏域に位置するため、就学や習い事などの学習環
境が整っている一方で、豊かな自然環境がすぐ側にあり、坊っちゃん劇場による市内小
学校への出張授業が行われるなど教育環境も充実しています。 
また、人口１万人当たりの医師の数は全国７９０市の中で 1位と医療体制が充実して

おり、病児・病後児保育の充実も図られています。しかしながら、「子育てに適したまち」
「住みやすいまち」としての認知を幅広く得られていないのが現状です。 
このような状況を踏まえ、本プランでは、「子育てに適したまち」「住みやすいまち」

を形作る要素を充実させる努力を継続しつつ、優先施策として「子育てに適したまち」
としての認知拡大に向けた PR を強化します。 

 

 取組：子育て世代をターゲットとした PR 

子育て世代を対象とした情報発信を行っていきますが、よりよい子育て環境を求めた
引っ越し（定住につながりやすい住宅購入や新築を伴う引越し）の時期は、小学校入学
前が一区切りと考えられるため、小学校入学前までの子供を持つ世帯を子育て世代の中
でも特に注力する対象とします。 
本市のこれまでの情報発信は、まちの外観や美しい自然風景などの外観的な PR が中心

となっていました。これらの取組は、本市のイメージを良くする効果としては一定の成
果はありましたが、市外の方々に「住みやすいまち」として認識していただき、関心を
持っていただくためには、さらなる情報発信の工夫が必要と考えます。 
本プランでは、教育環境や住環境、子育て支援制度などの詳細を具体的に分かりやす

く発信することで、「子育てに適したまち『とうおん』」としての認知を着実に積み上げ
るとともに、具体的な生活や子育てのイメージを持ってもらい、本市への関心をより深
めてもらうことを目指します。 
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 現状 
志津川分譲地の案内ウェブページなどは、前述のとおり、まちの外観や自然風景な

どの外観的 PR がコンテンツの中心を占めており、「子育てに適したまち」というアピ
ールポイントが届きにくい状態です。 

 改善策 
子育て世代から見たときのまちの特徴などを掲載するコンテンツを再整備し、子育

てをする場所としてのイメージを具体的に持てる情報発信を推進します。 
具体的には、教育環境（小中学校の様子、放課後の習い事、自然教育など）や住環

境（身近な病院・クリニック、公園、買い物スポットなど）、子育て関連制度などの情
報を発信します。 

 

 

 現状 

住宅用地の宣伝は、県内の不動産屋や住宅メーカーでの PRが中心となっており、あ
る程度検討が進んだ後での紹介になってしまうなど、必ずしも効果的な PR ができてい
ません。 

 改善策 

本プランではターゲットを子育て世代に絞ることから、子供用品店や幼児教育雑誌な
ど、子育て世代に PR しやすいチャネルを重要チャネルと位置づけ、住宅購入の検討前
または検討の早い段階からアプローチしていきます。 

①子育て世代向けコンテンツの整備 

 志津川分譲地の案内ウェブページなどを中心に、子育て世代をターゲットとし
たコンテンツを整備 

②子育てチャネルの活用 

 子供用品店や幼児教育雑誌などの子育て世代が触れる機会が多いチャネルを
重要チャネルと位置づけ活用 
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 現状 
本市に足を運んでの検討（＝見学）は土日が中心ですが、土日に十分な対応をでき

る体制がなく、現地でのまちの紹介が手薄になっています。 

 改善策 
協議会の下に設置される移住サポート部会及び地域案内人を中心に、相談会の実施

やまちの紹介を土日に定期的に実施し、現地でのまちの紹介を強化します。 

③現地での土日の案内の実施 

 分譲地の相談会や地域案内人によるまちの案内など現地での案内を土日に実
施できる体制を構築 
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① ４つのステップにおける課題 
愛媛県外に住む方をターゲットとしたときの本市の４つのステップの現状は、４つの

ステップの全てに課題がある状況ですが、ステップ A において、愛媛県外では本市の存
在がほとんど知られていないという現実が最も大きな課題となっています。まずは、東
温市の存在を知っていただき、興味を持っていただき、訪れていただける人を増やす努
力が重要となります。その上で、移住地としての関心につなげるための「移住関連」の
情報発信の強化、「仕事」や「家」といった実際に移住する上で欠かせない要素のサポー
トの充実が重要です。 

 

 

本市の愛媛県外における認知度は、平成２７年に実施したアンケート調査においては、
「名前も知らない」と回答した人の割合が、香川県では３８．５％と過半数を下回って
いるものの、四国外の広島県では７４．０％、岡山県では７９．８％、大阪府では８５．
６％となっており、知名度がほとんどない状況です。そのため、本プランでは、まずは
本市の存在を知り興味を持ってもらうための PR活動を強化します。なお、実際の取組内
容としては、P.１７にて述べた「施策１：交流人口拡大に向けた観光関連情報の発信強化」
と共通するため、一体的に取組を推進します。 

 

 

前述のアンケート調査で本市について「名前を知っている」と答えた人の内、本市に
「訪れてみたい」と回答した人は僅かに５％と少なく、訪れてみたい場所としては認識
されていない状況にあります。そのため、本プランでは、「観光関連」の情報発信の強化
と「東温市に遊びに行ってみたい！」と思わせられる魅力的なコンテンツの拡充を推進
します。なお、実際の取組内容としては、P.１７にて述べた「施策１：交流人口拡大に向
けた観光関連情報の発信強化」と共通するため、一体的に取組を推進します。 
本市への訪問意向が５％と少ない一方で、道後温泉やしまなみ海道など県外から多く

の人が訪れる観光地が近隣に存在しています。しかしながら、これらの場所を訪れてい

愛媛県外から選ばれるための課題と施策 （２） 

東温市を知る（交流人口予備軍） ステップ A 

（P.１７） 施策１ ⇒ 

東温市を訪ねる（交流人口） ステップ B 
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る人達に本市までもう１歩足を伸ばしてもらうための取組を十分に行えていませんでし
た。 
そのため、本プランでは、近隣の有名観光地からもう一歩足を運んでもらうために、

これらの観光地の宿泊施設との提携、ターゲティング広告（検索ワードや閲覧履歴に基
づきターゲットを絞ったインターネット広告）の出稿、交通手段の確保に取り組みます。 

 

 
 

 
前述のとおり、愛媛県外からの交流人口が少ないことに加え、移住地として関心を持

ってもらうための取組を十分には行えていないことから、移住予備軍を十分に形成でき
ていません。 
そのため、本プランでは、ステップ A・Bで増えた交流人口を本市への移住に関心を持

つ移住予備軍に昇華させる施策として、「住んだときの生活をイメージできる情報」の発
信強化と実際に体験をできるプログラムの提供を推進します。 

 

 

 
 ステップ Cと同様に、前ステップにおいての課題が大きく、移住予備軍が少ないこと
に加え、移住に向けた最後のひと押しとなるサポートを現状では十分に取り組めておら
ず、移住者数が多くはありません。 
そのため、本プランでは、ステップ Aから C までの取組により増加した移住予備軍に

実際に移住してもらうために、最後のひと押しとなる施策として、県外からの移住にお
いて最も重要な「仕事」「家」のサポートの充実及び一貫したサポート体制の構築を推進
します。 

 

施策１ ⇒ （P.１７） 

施策３ ⇒ 

東温市に移住したいと思う（移住予備軍） ステップ C 

施策４ ⇒ 

東温市に移住する（移住者＝定住人口） ステップ D 

施策５ ⇒ 
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「比較型」移住の４つのステップにおける課題と施策（愛媛県外）

課題 施策

東温市を知る（交流人口予備軍）A

 認知度の低さ（＝ほぼ無名）
露出量の少なさ、コンテンツ不足

東温市を訪ねる（交流人口）B

 交流人口の取り逃がし
関連ウェブサイトの情報不足、外部メ
ディアでの情報不足
近隣有名観光地からの誘客不足

東温市に移住したいと思う（移住予備軍）C

 移住希望者の少なさ
移住関連の情報発信不足
移住体験プログラムの未整備

東温市に移住する（移住）D

 移住者の少なさ
最重要要素である「仕事」「家」のサ
ポート不足
一貫したサポート体制の未整備

施策１

 交流人口拡大に向けた観光関連情報の発
信強化

施策４

 移住希望者拡大に向けた情報発信強化及
び体験プログラムの整備

施策３

 近隣有名観光地からの誘客強化

施策５

 移住実行に向けたサポートの充実とワン
ストップ体制の整備
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施策３ 近隣有名観光地からの誘客強化 

本市への交流人口の拡大を目指す上では、まずは道後温泉などの近隣有名観光地に訪
れる観光客に、もう一歩足を伸ばしてもらうことが有効な施策と考えます。そのため、
本プランでは、「道後の宿泊施設との提携」「ターゲティング広告の出稿」「交通インフラ
の整備」の３つの施策による誘客を目指します。 

 取組：道後からもう一歩の誘発 

 

 現状 
一部旅館が単発的に井内地区へのツアーを実施するなどの動きはあるものの道後温

泉のホテルや旅館などとの戦略的な提携は行われておらず、仕組み化された取組みに
は至っていない状況です。 

 改善策 

道後温泉のホテル・旅館と提携し、単発のイベント実施等で終わるのではなく、オ
プショナルツアーの販売など恒常的に本市への誘客が行われる仕組みを構築します。 

 

 

 現状 
近隣有名観光地への訪問客に限らず、ウェブ広告への出稿による PR 活動はこれま

で行っていない状況です。 

 改善策 

検索ワード連動型広告などのウェブ広告を活用し、近隣有名観光地に訪問の可能性

①道後温泉の宿泊施設との提携 

 道後温泉の宿泊施設などと提携し、宿泊客を本市に誘客する単発ではなく恒常
的な取組を確立 

②ターゲティング広告の出稿 

 道後温泉などの近隣有名観光地へ訪問の可能性があるユーザーにターゲット
を絞ったウェブ広告の出稿 
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があるユーザーに対してターゲティング広告を出稿することで、効率的に本市の観光
地の情報を発信します。 

 

 
 現状 

道後温泉から本市までは、自家用車では２５分程度と近い距離ですが、公共交通機
関の利用では最短でも１時間以上かかります。そのため、公共交通機関で道後温泉を
訪れる人にとっては必ずしも近いとは言えない状況です。 

 改善策 
道後温泉と本市内との間でシャトルバスを運行させるなど交通手段の確保を検討し、

自家用車以外の交通手段での本市へのアクセス環境を改善します。 

③交通手段の確保 

 道後温泉の旅館などから本市までのシャトルバスの運行など、自家用車以外の
交通手段の確保 
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施策４ 移住希望者拡大に向けた情報発信強化及び体験プログラムの整備 

本市を訪れた人に、移住地としての関心を持ってもらう段階においては、生活する場
所としての本市への関心、理解を深めてもらうことが重要です。しかしながら、そのた
めの情報発信や市内に訪れて体験ができるプログラムなどの提供を行えていません。 
 本プランでは、ウェブサイトを中心に、実際の生活を具体的にイメージ可能な情報や
移住に向けた不安の解消に役立つ情報の発信、地域住民との顔の見える関係を構築しな
がら地域の魅力や生活を体験できるプログラムの提供を推進します。 

 取組１：住んだときのイメージを持てる情報の発信強化 

移住地としての関心・理解を深めていただくためには、本市や地域の良い部分を見せ
るという意識よりも、実際に生活していく上で事前に知っておきたい情報を具体的に届
け、イメージを持ってもらうことが重要です。 
具体的には、「生活情報」「居住地情報」「仕事情報」「先輩移住者の声」の観点から移

住先の比較検討の材料となる情報発信を行います。 

住んだときの生活をイメージできる情報の発信

テーマ 発信する内容（例）

生活情報

 買い物をする場所（商店街やスーパーなどの情報）の紹介
 生活コスト（家賃、光熱水費、ガソリン代など）の情報
 市内の移動手段、交通手段の事情
 学校教育環境
 市内のレジャー・行楽地の情報（余暇の過ごし方） など

居住地情報
 ご近所付き合いや地域活動・地域行事などの地域コミュニ

ティーの様子
 生活インフラの整備状況（特に、中山間地区） など

仕事情報
 市内近隣の仕事に関する情報
 新規就農支援や創業支援（新規開業支援）に関する情報

など

先輩移住者の声
 上記３つのテーマを踏また先輩移住者の体験談

（1年目、3年目、5年目など長く暮らす中での感じ方の変
化や新たな発見なども随時発信）
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 取組２：体験プログラムの整備 

体験プログラムについては、２段階で整備を行います。第１段階では、気軽に足を運
べて地域住民との顔の見える関係を構築できる体験プログラムを提供します。そのため、
行楽・レジャーの要素が強いプログラムが中心となりますが、まずはハードルの低いプ
ログラムへの参加を通して、将来のご近所となる地域住民との人間関係構築のきっかけ
としていただくことを目指します。 
また、これらの体験プログラムは、前述した交流人口拡大のための魅力的なコンテン

ツの１つとしても積極的に情報発信を行います。なお、第１段階のプログラムは、中山
間地域４地区の地域運営組織を中心に平成２８年度からプログラムの企画・開発を進め
ています。平成２９年度に、環境整備やテストを行い、平成３０年度からの事業化を目
指します。 
次に第２段階では、住む場所としての理解を深めていただくための体験プログラムを

提供します。そのため、第１段階のようなレジャー的なプログラムではなく、住環境や
生活動線の確認など移住地としての理解・評価を深めてもらうことを目的としたお試し
移住プログラムの提供を推進します。なお、第２段階のプログラムについては、第１段
階の進展状況を踏まえながら、今後具体的な企画・開発に着手します。 

 

 古民家体験、闇（星空）体験、里山で味わ
う海鮮ＢＢＱ、炭焼き体験、農作物収穫体
験、クラフトＷＳ、猪捌き体験

井内地区

奥松瀬川
地区

河之内地区

滑川地区

 石釜体験、ツリーハウス制作、たけのこ掘
り、竹細工、水辺で楽しむ本格ＢＢＱ

 山岳ＭＴＢ体験、子どもＭＴＢレース、米
職人に学ぶ農ある生き方体験

 渓谷体験、空き家ツアー、そば打ち体験、
獣害見学、史跡巡り

体験プログラムの整備

第１段階（平成３０年～） 第２段階

 第１段階の進捗に応じて、
具体的内容を企画、整備
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施策４ 移住希望者拡大に向けた情報発信強化及び体験プログラムの整備 

県外からの移住においては、ほとんどの移住者の方は転職を伴います。また、住む家
についても、愛媛県内からの移住に比べ、本市に来訪しての物件探しは容易ではありま
せん。そのため、移住希望者への「仕事」のサポートと「家」のサポートを充実させる
必要があります。また、サポート提供体制についても、移住希望者一人ひとりのニーズ
に即したきめ細やかなサポート体制を構築します。 

 取組１：仕事のサポートの充実 

「仕事」の面においては、交流人口の拡大の推進に伴いビジネスチャンスが創出され
るよう取り組みます。例えば、移住者による観光客向けの飲食店の新規開業などをサポ
ートします。また、移住者が市内の求人を見つけやすいよう情報の発信を行います。 

 

「仕事」のサポートの充実

施策 取組内容

雇用機会・事業機会の
創出

 交流人口の拡大を図り、観光関連産業及び周辺産業の雇用機
会と事業機会の創出を図る
（例）観光客向けの飲食店の開業支援

市内求人案件の
掘り起こしと紹介の強化

 市内企業の求人ニーズの掘り起こし及び情報の一覧化に取り
組み、移住ポータルサイト等での求人情報の発信を強化
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 取組２: 家のサポートの充実 

「家」の面においては、空き家情報・中古住宅情報の早期把握を強化するとともに、
見やすく探しやすい形での移住希望者への情報発信強化に取り組みます。特に、中山間
地域においては、流通している空き家の絶対数が少ないため、現地調査による実態の把
握と家主への物件提供の働きかけを強化します。また、希望する物件をすぐに見つけら
れない移住希望者が、腰を据えて納得のいく物件探しができるよう、１年から３年程度
の仮住まいとなるつなぎ物件を確保します。 

 

「家」のサポートの充実

施策 取組内容

既存物件の
情報発信強化

 増加傾向にある空き家と中古住宅の早期把握および情報一覧
化に取り組み、移住希望者とのマッチングを促進する

 志津川地区を中心とする新規分譲地について、物件紹介の強
化に取り組む

つなぎ物件の
確保

 物件の空き待ちや改修を必要とする移住者向けに、１年から
３年程度の仮住まいとなるつなぎ物件を確保し提供
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 取組３: ワンストップサポート体制の整備 

移住希望者へのサポートを提供する体制においても、移住に関する悩み事の相談や手
続を市役所の各窓口や市内の各団体で各々に対応するのではなく、新たに移住コンシェ
ルジェを設置し、ワンストップ体制でのサポートサービスを提供します。 
また、サービスの提供時間帯についても、これまでの移住相談窓口は平日の開庁時間

帯に限られており、多くの移住希望者は平日日中に仕事をしていることから、サポート
を受けにくい体制となっています。そのため、本プランでは、新たに設置する移住サポ
ート部会を中心に、平日夜間及び土日にサポートを受けられる体制を整備します。 

 

ワンストップでのサポート体制の整備

家 仕事 学校 ご近所

移住希望者

家 仕事 学校 ご近所

移住コンシェルジェ

移住希望者

従来の体制 新たな体制

平日日中のみの対応 平日夜間・土日対応の充実
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「比較型」移住を推進するためのナンバーワン戦略は、愛媛県内と愛媛県外の居住者を
分けて施策を整理しました。いずれにおいても、移住の前段階として、まずは本市に気
軽に遊びに来てもらうために交流人口の拡大に取り組みます。（施策１・施策３）。 
その上で、愛媛県内居住者向けには、子育て世代を対象とした PR活動の強化（施策２）

が重要となる一方、愛媛県外居住者向けには、生活をイメージできる情報発信と体験プ
ログラムの整備（施策４）と最後のひと押しとなる施策（施策５）に取り組みます。 

 

 

ナンバーワン戦略：まとめ （３） 
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① 東温市独自の価値の創出 

 「決め打ち型」の移住者を呼び込むためには、「やりたい仕事」や「学びたい学校があ
る」という明確な理由につながる、本市独自の価値を創出することが必要です。 
 本市では、総合戦略において「坊っちゃん劇場を核とする文化観光振興」を主要施策
として位置付けています。これに伴い、本プランでは、坊っちゃん劇場のノウハウを活
用することで、本市で「仕事をしたい」「学びたい」と思える独自の価値の創出を目指す
本市独自の戦略事業として、「アート・ヴィレッジ構想」を推進します。 
 

② アート・ヴィレッジ「とうおん」構想とは 

 アート・ヴィレッジ構想は、「東温市と言えば、舞台芸術の聖地」としてのブランディ
ングを図り、①舞台芸術・演劇の産業化の実現、②舞台芸術を中心とした幅広いアート
人材がチャレンジのために全国から集い本市に移住・活躍すること、③交流人口の拡大
による観光関連産業を中心とした市内経済の活性化（＝所得の向上と雇用機会の創出）
を目指すことで、人が人を呼び込む好循環を創り出す構想です。 

 
アート・ヴィレッジ「とうおん」構想とは

東温市 舞台芸術の聖地＝

アート関連人材の移住・活躍

交流人口拡大による
観光関連産業の活性化

舞台芸術・演劇の産業化①

②

③

 

オンリーワン戦略（決め打ち型移住）の施策 ２. 

アート・ヴィレッジ「とうおん」構想 （１） 
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③ 目指す姿 

アート・ヴィレッジ構想では、各種事業の推進により舞台芸術関連の「仕事」と「学
びの場」を提供することで、全国から活躍の場を求めているアーティスト人材（役者・
音響照明等の技術スタッフ・音楽家・脚本家・デザイナーなど）の移住、活躍を推進し
ます。さらに、これらの人材の活躍を積極的に情報発信していくことで、「東温市でやり
たい仕事ができる」というメッセージを全国に届け、更なるアーティスト人材の流入に
つなげます。 
また、アート・ヴィレッジ構想は、産業の側面からは舞台芸術を中心としたエンター

テイメント産業の集積を目指すものであり、魅力的なコンテンツの拡充につながります。
そのため、アート・ヴィレッジ構想の各種取組を積極的に情報発信し、交流人口の拡大
にもつなげます。 
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④ 構想推進のための３つのアクションプラン 

アート・ヴィレッジ構想では、「文化交流拠点の整備」・「アーティスト人材の移住促進
と人材育成」・「舞台芸術から広がる新たな価値の創造」の３つのアクションプランを推
進します。 
アート・ヴィレッジ構想全体の実現に向けては、５年以上の中長期的な取組が必要で

すが、事業の立ち上げについては３年目までに集中的に取り組みます。目に見える変化
を早い段階で示すことで、アート・ヴィレッジ構想に対する本市全体の機運が高まるよ
う取り組みます。なお、個別事業の詳細については、別途アート・ヴィレッジ構想の推
進計画を策定し、事業を具体化します。 

 

アクションプランの狙い（期待する効果）と実施時期

文化交流拠点
整備

アーティスト人材の
移住促進と
人材育成

舞台芸術から広がる
新たな価値の

創造

小劇場

多目的稽古場

美術アトリエ

音楽堂

キッズ・アカデミー

俳優養成所

アートセラピー

８Kシアター

８K編集スタジオ

演劇祭

交流人口拡大

裾野の拡大

関連産業の
誘致

平成29年度整備予定 平成30年度整備予定 平成31年度整備予定

シェアアトリエ

演劇大会

演劇ワークショップ

アートセラピールーム
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④ 構想推進体制の考え方 

これからの時代の公共投資では、行政が単独で事業を行うのではなく、PPP（Public 
Private Partnership）と呼ばれる公民が得意分野を活かして新しい価値を創造し、その対
価で維持管理費を賄える「稼げる・持続可能性の高い公共投資」が求められています。 
このような背景も踏まえ、アート・ヴィレッジ構想は、本市が単独で事業を推進する

のではなく、アート・ヴィレッジ推進部会及び坊っちゃん劇場をはじめとする市内各団
体と本市がそれぞれの得意分野を持ち寄り、共同でプロジェクトを推進します。 

 

構想推進体制の考え方

これからの手法（公民連携型）

東温市役所 市内各団体等坊っちゃん劇場

場所

ハード整備

ソフト整備

人材

これまでの手法（行政主導型)

東温市役所 市内各団体等坊っちゃん劇場

場所

ハード整備

ソフト整備

運営受託（≒人材）
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⑤ 事業費の考え方 

アート・ヴィレッジ構想の事業費については、立ち上げ当初から数年は補助金主体の
運営ですが、当初計画した事業については数年以内に自立させ、事業運営のための補助
金を必要としない状態を目指します。 
当初は、事業の立ち上げにかかる準備費用やソフト事業の研究開発費、拠点などのハ

ード整備費用を中心に補助金主体の運営を進めますが、事業の拡大に伴い人件費などの
運営経費を事業収益で賄える割合を増やしていき、最終的には事業にかかる全ての費用
を事業収益のみで賄える自立した状態を目指します。 
なお、安定的に事業で得られた収益が費用を上回る状態になった場合には、新たな事

業への再投資を行い、アート・ヴィレッジ構想のさらなる発展や本市のよりよいまちづ
くりに貢献します。 

 

事業費の考え方

事業収益

補助金

事業立ち上げ準備
研究開発費

PR費
ハード整備費

事業収益

人件費・広報費

補助金

研究開発費
PR費

事業収益

人件費・広報費

補助金
新規投資

立ち上げ期 拡大期 自立期
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第３章 目標設定 

 

 
本プランの策定の目的である平成３７年時点での将来人口展望３万４０００人の達成

に向けて、本プラン全体の目標値として約９００人の移住者受け入れを目指します。 
内訳としては、ナンバーワン戦略の推進による愛媛県内外からの移住者数の受け入れ

約８００人、オンリーワン戦略の推進によるアート・ヴィレッジ構想関係者の受け入れ
約１００人を目指します。 

 

 

移住者数の目標 １. 

全体目標 （１） 
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 愛媛県内からの移住者の受入れの目標人数は、志津川地区の分譲地及び市内の民間開
発住宅を中心に約８００人と設定します。空き家や中古住宅の流通についても推進して
いきますが、すぐに入居可能な物件数が現状では限られることから、一定数の新規入居
者を受け入れ可能な志津川地区の分譲地及び民間開発住宅での受け入れを中心に目標を
定めます。 
内訳としては、志津川地区の分譲地では６５０人程度の受け入れを、その他の民間開

発住宅では１６０人程度の受け入れを想定しています。なお、これらの数字は、現在の
残存区画数または開発区画数に対して、平均的な居住者数及び市外からの入居率を掛け
て算出したものであり、総合戦略に掲げる少子化対策の推進による平均居住者数の向上、
本プランの推進による市外からの入居率の向上による目標以上の移住者数受け入れを目
指します。 

 

ナンバーワン戦略による移住者数目標

全体目標

約８１０人

志津川分譲地

約６５０人

民間開発住宅

約１６０人

（試算根拠）
区画数：４０１区画
売却率：９０％
平均居住者数：３人
市外からの入居率：６０％

（試算根拠）
区画数：１００区画
売却率：９０％
平均居住者数：３人
市外からの入居率：６０％

 

「比較型」移住による移住者数 （２） 
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 アート・ヴィレッジ構想での移住者の受入れの目標人数は、地域おこし協力隊などの
関連人材、俳優養成所の学生・講師、８K（最先端映像技術）編集ラボのスタッフなどを
中心に約１００人と設定します。 
地域おこし協力隊については、平成２９年４月着任予定の隊員を募集したところ、地

方で新しいことに挑戦したいとの意欲を持つエンターテイメント業界経験者やデザイナ
ー経験者などの人材の応募が多数ありました。 
また、俳優養成所については、「養成所で学び、市内で活躍する」という進路が描ける

ようになることで、中長期的には卒業生の市内定住率が向上し、移住者受け入れの中心
的役割を担います。 

 

オンリーワン戦略による移住者数目標

 地域おこし協力隊 ： ４人
 小劇場、多目的稽古場、アートセラピー

関連スタッフ：１０人
関連人材 １４人

 編集専門人材 ： １０人
 専門人材家族 ： １５人

（１世帯平均１.５人と仮定

最先端映像技術
編集ラボ
スタッフ

２５人

 講師 ： ５人
 市外からの学生 ： ４０人

（学生数５０人、市外率８０％と仮定）
 卒業生の定住 ： １０人

（２人／年×５年と仮定）

俳優養成所
講師・学生 ５５人

移住目的 試算 人数

９４人

 

「決め打ち型」移住による移住者数 （３） 
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移住者の受け入れは、生活者としての消費という側面から本市に対して経済効果をも

たらします。１人当たりの年間消費額を１２５万円 5

なお、この推計は移住者による消費のみを対象としており、交流人口の拡大による観
光消費を含まないため、実際には更に大きな効果をもたらす可能性があります。 

との前提で推計した場合、最終的な
移住者数を 900人と仮定した場合には年間約１１億円規模、計画期間内累計では約６０
億円規模の消費効果をもたらすと推定されます。 

 

移住者数の受け入れによる消費への波及

61
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（人）

累計
（百万円）

 

                                            
5総務省「家計調査」より引用 

移住促進による経済効果（簡易試算） ２. 

消費への波及効果 （１） 
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 移住者の受け入れには、市民税や固定資産税の増収という形で本市の税収を拡大させ
る効果があります。１人当たりの税収を９３，７３９円 6

 

の前提で推計した場合、最終的
な移住者数を 900人と仮定した場合には年間約８０００万円規模、計画期間内累計では
約４億円規模の税収増をもたらすと推定されます。 

移住者数の受け入れによる市税への波及

（百万円）
累計

（百万円）
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6平成２７年度の市民税及び固定資産税（家屋）を人口割した単純試算 

市税への波及効果 （２） 
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第４章 参考資料 

 

 
内閣府が２０１４年（平成２６年）に実施した都市住民への農山漁村への定住願望調査
では、２００５年（平成１７年）調査結果と比べて全世代において農山漁村への定住願
望を持つ割合が上昇しており、地方への移住定住を希望する層が拡大していることが裏
付けられる調査結果となりました。積極的受け入れを目指す本市にとっては、追い風と
なる傾向にあると言えます。 

都市住民の農山漁村への定住願望（ある・どちらかと言えばあると回答した割合）

30.3%

17.0%

15.9%

28.5%

20.0%

13.4%

38.7%

32.7%

35.0%

33.0%
33.7%

22.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60〜69歳 70歳以上

2005年調査

2014年調査

出典：「国土交通白書」
 

移住のマクロ動向 １. 

都市住民の農山漁村への定住願望 （１） 
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 ふるさと回帰センター（東京）の年代別利用状況は、全利用者に占める４０代以下の割
合が２００８年（平成２０年）には３０％程度だったのが２０１４年（平成２６年）に
は５０％を超える状況にあり、若年世代の地方への移住希望者は確実に増えている状況
です。 

 

ふるさと回帰センター（東京）の年代別利用状況

4.0% 5.5% 9.5% 7.1% 8.5% 8.9% 10.8%
12.0%

20.1%
19.0% 27.1% 20.3% 22.9% 21.8%14.4%

14.6%
19.0%

17.1%
22.1%

22.2% 22.1%27.9%

30.0%
23.3% 20.1% 19.5%

18.8% 18.7%

35.1%

26.2% 23.6% 23.4% 23.8% 21.2% 21.2%

6.6% 3.6% 5.6% 5.2% 5.8% 6.0% 5.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

〜20代 30代 40代 50代 60代 70代〜

出典：「国土交通白書」
 

ふるさと回帰センターの年代別利用状況 （２） 
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 国土交通省が移住希望者及び UIJ ターン者に対して行った現在の居住地に住むように
なった理由を訪ねるアンケート調査では、「仕事」や「学校」に関する理由が多い傾向に
あります。特に、IJターン者は「現在の目的地でやりたい仕事がある」と答えた割合が
突出して多く、「本市でやりたい仕事」を生み出すことの重要性を示唆しています。 
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※出典：「国土交通白書」

やりたい仕事がある

通勤・通学に便利

実家・家業を継ぐ

 

移住希望者・UIJ ターン者が現在の居住地に住む理由 （３） 
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平成２７年に実施したウェブアンケート調査結果では、本市について「名前も知らな

い」と回答した人の割合が、四国外では８０％前後となっており、本市の存在がほとん
ど知られていないのが実情です。そのため、移住者の受け入れを拡大する上では、まず
は本市の存在を広く認知してもらうための取組が重要です。 

 

東温市の認知度調査結果

※出典：「平成27年人口ビジョン ： ウェブアンケート調査」
 

東温市の置かれている状況 ２. 

本市の他県における認知度の調査結果 （１） 



 

４９ 

●●東温市 移住定住促進マスタープラン●● 

 
本市の認知度についての調査とあわせて行った訪問意向の調査結果では、積極的な訪

問意向を持つ割合が５％しか存在しておらず、名前を知っている層の中においても「行
ってみたいまち」と思われていない状況です。 

 

東温市の認知度調査結果

5.00% 51.70% 33.50% 9.80%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ぜひ行ってみたい 機会があれば行ってみたい

どちらとも言えない あまり行きたいとは思わない

※出典：「平成27年人口ビジョン ： ウェブアンケート調査」  

本市への訪問意向の調査結果 （２） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  東温市移住定住促進マスタープラン 

 平成２８年度～平成３７年度 

 

 平成２９年３月 

東温市 総務部 企画財政課 
〒791-0292 愛媛県東温市見奈良 530番地 1 
TEL 089-964-2001（代） 

089-964-4401（課直通） 
 


